
○東京都立産業貿易センター条例施行規則 

昭和五八年五月三〇日 

規則第八〇号 

東京都立産業貿易センター条例施行規則を公布する。 

東京都立産業貿易センター条例施行規則 

 

(開場時間外の利用) 

第一条 東京都立産業貿易センター条例(昭和五十八年東京都条例第十六号。以下「条例」

という。)第六条第二項の規定により東京都立産業貿易センター(以下「センター」とい

う。)の展示室又は会議室の開場時間外の利用(以下「時間外利用」という。)を認める場

合は、見本市、展示会等の開催に係る展示品の搬入若しくは搬出、点検若しくは整備又

は入替え、造作の取付け又は撤去等のために開場時間と接続して利用する場合で、知事

が特に必要があると認めるときとする。 

2 前項に規定するもののほか、東京都立産業貿易センター台東館の展示室又は会議室の

時間外利用を認める場合は、見本市、展示会等の開催に係る展示品に関する説明又は書

類の整理のために開場時間と接続して利用する場合で、知事が特に必要があると認める

ときとする。 

(昭六〇規則五九・平一〇規則九四・平一三規則一四七・平二九規則一二七・一部

改正) 

 

(利用手続) 

第二条 条例第七条第一項の規定によりセンターの施設の利用の承認を受けようとする者

は、利用申請書(別記第一号様式)を知事に提出しなければならない。 

2 知事は、センターの施設の利用を承認したときは、利用承認書(別記第二号様式)を申請

者に交付するものとする。 

3 第一項の規定により展示室の利用の承認を受けた者が附帯設備を利用し、又は展示室

若しくは会議室の利用の承認を受けた者が時間外利用をしようとするときは、知事の定

めるところにより申請し、その承認を受けなければならない。 

(平一〇規則九四・平一七規則六〇・平二九規則一二七・一部改正) 

 

(利用申請書の提出期間) 

第三条 センターの施設の利用申請書の提出は、利用を開始する日の二年前から利用を開

始する日の前日までの間において、知事が定める期間内に行わなければならない。ただ

し、知事が特に理由があると認めるときは、この限りでない。 

(平一〇規則九四・平一七規則六〇・平二九規則一二七・一部改正) 

 



(利用承認事項の変更) 

第四条 センターの施設の利用の承認を受けた者(以下「利用者」という。)が承認を受け

た事項を変更しようとするときは、利用変更申請書(別記第三号様式)を知事に提出し、

その承認を受けなければならない。 

2 知事は、前項の承認をしたときは、利用変更承認書(別記第四号様式)を申請者に交付す

るものとする。 

3 第二条第三項の規定により附帯設備の利用又は時間外利用の承認を受けた者が承認を

受けた事項を変更しようとするときは、知事の定めるところにより申請し、その承認を

受けなければならない。 

(平一〇規則九四・平一七規則六〇・平二九規則一二七・一部改正) 

 

(利用料金) 

第五条 指定管理者(条例第十六条第一項に規定する指定管理者をいう。以下同じ。)は、

条例第八条第二項に規定する利用料金の額を定めるときは、別表に定める額を上限とし、

利用料金承認申請書(別記第五号様式)を知事に提出して、その承認を受けなければなら

ない。 

2 知事は、前項の規定により利用料金の額を承認したときに、指定管理者は同項の規定

により承認を受けたときに、それぞれ速やかに当該利用料金の額を周知しなければなら

ない。 

(平一七規則六〇・全改) 

 

(利用予納金) 

第六条 指定管理者は、条例第八条第三項の規定により利用予納金を収受しようとすると

きは、前条第一項の規定による申請の際に利用料金承認申請書に利用予納金に関する事

項を付記し、知事の承認を受けなければならない。 

2 利用予納金の額は、条例第八条第二項の規定により指定管理者が定める各展示室及び

会議室の利用料金の額の二割以内の額とする。 

3 利用予納金は、展示室又は会議室の利用を開始しようとする日の前日から起算して六

十日前までに利用の承認を受けた者から収受するものとする。 

(平一七規則六〇・全改) 

 

(利用料金の減免基準) 

第七条 条例第八条第六項の規定により利用料金を減額し、又は免除することができる場

合は、次のとおりとする。 

一 免除することができる場合 東京都又は東京都内の区市町村が東京都内の商工業又

は貿易の振興のために行う見本市、展示会又は講習会の開催に利用するとき。 



二 減額することができる場合 国、独立行政法人又は東京都内に主たる事業所を有す

る商工業又は貿易の振興を目的とする公共的団体であつて、東京都産業労働局長（以

下「局長」という。）が別に定める基準に該当するものが東京都内の商工業又は貿易の

振興のために行う見本市、展示会又は講習会の開催に利用するとき。 

2 前項の規定による減額又は免除の対象となる利用料金は、会議室及び附帯設備の利用

料金とし、減額する利用料金の額は、当該利用料金の五割相当額とする。 

(平一〇規則九四・旧第六条繰下・一部改正、平一四規則二一一・平一七規則六〇・

平二七規則一二九・平二九規則一二七・一部改正) 

 

(利用料金の減免手続) 

第八条 条例第八条第六項の規定により利用料金の減額又は免除を受けようとする者は、

会議室の利用に係る申請については第二条第一項の規定による申請の際に、附帯設備の

利用に係る申請については指定管理者の定めるところにより申請しなければならない。 

(平一〇規則九四・旧第七条繰下・一部改正、平一四規則二一一・平一七規則六〇・

一部改正) 

 

(利用料金等の納付時期) 

第九条 利用予納金は、指定管理者の定める期日までに納付しなければならない。 

2 展示室及び会議室の利用料金は、利用しようとする展示室又は会議室ごとの利用料金

の額から当該展示室又は会議室に係る既納の利用予納金の額を除いた残額を、利用を開

始する日前の指定管理者が定める期日までに納付しなければならない。ただし、指定管

理者が特別の理由があると認めるときは、この限りではない。 

3 附帯設備の利用料金及び時間外利用に係る利用料金並びに実費は、利用終了後指定管

理者の定める期日までに納付しなければならない。 

(平一七規則六〇・全改) 

 

(利用料金の還付基準) 

第十条 条例第十条ただし書の規定により既納の利用料金の全部又は一部を還付すること

ができる場合は、条例第十三条第三号又は第四号及び条例第十六条第二項第五号の規定

により利用の承認を取り消し、利用を制限し、又は利用の停止を命じた場合その他利用

者の責めに帰することができない理由によりセンターの施設を利用できないと指定管理

者が認めた場合とする。 

(平一〇規則九四・旧第十条繰下・一部改正、平一七規則六〇・旧第十一条繰上・

一部改正) 

 

 



(利用料金の還付手続) 

第十一条 条例第十条ただし書の規定により既納の利用料金の全部又は一部の還付を受け

ようとする者は、指定管理者の定めるところにより指定管理者に申請しなければならな

い。 

(平一〇規則九四・旧第十一条繰下・一部改正、平一七規則六〇・旧第十二条繰上・

一部改正) 

 

(造作の取付け等) 

第十二条 展示室の利用者が条例第十二条の規定により造作の取付けその他の原状変更を

しようとするときは、装飾等施行承認申請書(別記第六号様式)を知事に提出し、その承

認を受けなければならない。 

2 知事は、前項の承認をしたときは、装飾等施行承認書(別記第七号様式)を申請者に交付

するものとする。 

3 第一項の承認を受けた者が、承認を受けた事項を変更しようとするときは、知事の定

めるところにより申請し、その承認を受けなければならない。 

(平一〇規則九四・旧第十二条繰下・一部改正、平一七規則六〇・旧第十三条繰上・

一部改正、平二九規則一二七・一部改正) 

 

(原状回復の確認) 

第十三条 利用者は、条例第十四条の規定によりセンターの施設及び附帯設備を原状に回

復したときは、知事の確認を受けなければならない。 

(平一〇規則九四・旧第十三条繰下・一部改正、平一七規則六〇・旧第十四条繰上、

平二九規則一二七・一部改正) 

 

(利用者の義務) 

第十四条 利用者は、センターの施設及び附帯設備の利用に当たつては、知事の指示に従

わなければならない。 

(平一〇規則九四・旧第十四条繰下・一部改正、平一七規則六〇・旧第十五条繰上、

平二九規則一二七・一部改正) 

 

(指定管理者の申請) 

第十五条 条例第十七条第一項の規定による申請は、指定管理者指定申請書(別記第八号様

式)に、次に掲げる書類を添付して提出することにより行うものとする。 

一 定款・寄附行為又はこれらに類するもの 

二 法人の登記事項証明書(法人の場合に限る。) 

三 事業計画書 



四 見本市、展示会等のための施設又はこれに類する施設の管理に関する業務実績を記

載した書類 

五 貸借対照表及び損益計算書又はこれらに類するもの 

六 団体の組織、沿革その他事業の概要を記載した書類 

七 前各号に掲げるもののほか、知事が必要と認める書類 

(平一七規則六〇・追加) 

 

(指定管理者の指定の基準) 

第十六条 条例第十七条第二項第五号の規則で定める基準は、次に掲げるものとする。 

一 役員が条例第二条各号に掲げる事業について熱意と識見を有する者であること。 

二 見本市、展示会等のための施設又はこれに類する施設における良好な運営実績を有

すること。 

三 利用者に対し適切なサービスを行うこと。 

四 前三号に掲げるもののほか、センターの適正な運営を行うために知事が定める基準 

(平一七規則六〇・追加) 

 

(指定管理者に関する読替え等) 

第十七条 条例第十六条の規定により指定管理者がセンターの管理に関する業務を行う場

合についての第一条から第四条まで及び第十二条から第十四条までの規定の適用につい

ては、第一条中「知事」とあるのは「あらかじめ知事の承認を得て指定管理者」と、第

二条から第四条まで及び第十二条から第十四条までの規定中「知事」とあるのは「指定

管理者」とする。 

2 第七条、第八条、第九条第二項及び第三項、第十条並びに第十一条の規定は、条例第

十八条第二項の規定により知事が使用料を徴収する場合について準用する。この場合に

おいて、これらの規定中「利用料金」とあるのは「使用料」と、「指定管理者」とあるの

は「知事」と読み替えるものとする。 

(平一七規則六〇・追加、平二九規則一二七・一部改正) 

 

(委任) 

第十八条 この規則に定めるもののほか、センターの管理に関し必要な事項は、局長が別

に定める。 

(平一七規則六〇・追加) 

 

附 則 

(施行期日) 

1 この規則は、昭和五十八年六月一日から施行する。 



(東京都立産業会館条例施行規則等の廃止) 

2 次に掲げる規則は、廃止する。 

一 東京都立産業会館条例施行規則(昭和四十四年東京都規則第百十一号) 

二 東京都立貿易センター条例施行規則(昭和四十五年東京都規則第二十二号) 

(経過措置) 

3 この規則の施行の日前に前項第一号の規定による廃止前の東京都立産業会館条例施行

規則の規定により行われた使用の申請、使用の承認その他の行為で、同日以後の利用に

係るものは、この規則の相当規定により行われたものとみなす。 

4 前項の規定により利用の承認を受けたものとみなされる者の使用料は、なお従前の例

による。 

 

附 則(昭和六〇年規則第五九号) 

この規則は、昭和六十年四月一日から施行する。 

 

附 則(昭和六一年規則第三五号) 

この規則は、昭和六十一年四月一日から施行する。 

 

附 則(平成三年規則第一一三号) 

1 この規則は、公布の日から施行する。 

2 この規則の施行の際、この規則による改正前の東京都立産業貿易センター条例施行規

則別記第一号様式、第三号様式、第六号様式及び第十二号様式による用紙で、現に残存

するものは、所要の修正を加え、なお使用することができる。 

 

附 則(平成三年規則第二九四号) 

1 この規則は、公布の日から施行する。 

2 この規則の施行の際、この規則による改正前の東京都立産業貿易センター条例施行規

則別記第四号様式、第五号様式、第八号様式、第九号様式及び第十三号様式による用紙

で、現に残存するものは、所要の修正を加え、なお使用することができる。 

 

附 則(平成四年規則第五九号) 

この規則は、平成四年四月一日から施行する。 

 

附 則(平成六年規則第一〇四号) 

1 この規則は、公布の日から施行する。 

2 この規則の施行の際、この規則による改正前の東京都立産業貿易センター条例施行規

則の様式による用紙で、現に残存するものは、なお使用することができる。 



 

附 則(平成八年規則第一二二号) 

1 この規則は、平成八年四月一日から施行する。 

2 この規則の施行の際、現にこの規則による改正前の東京都立産業貿易センター条例施

行規則(以下「改正前の規則」という。)の規定により、既に利用の承認を受けている者

の使用料については、なお従前の例による。 

3 この規則の施行の際、改正前の規則別記第三号様式による用紙で、現に残存するもの

は、なお使用することができる。 

 

附 則(平成一〇年規則第九四号) 

1 この規則は、平成十年四月一日から施行する。ただし、第二条第一項から第三項まで、

第四条第一項及び第二項並びに第十二条第二項の改正規定中別記様式に係る部分、第三

条の表常設展示場の利用申請書の項を削る改正規定、第五条の改正規定、第六条第一項、

第七条、第十条及び第十三条の改正規定中条名を繰り上げる部分、第九条、第十一条及

び第十二条第一項の改正規定中条名を繰り上げる部分及び別記様式に係る部分、別表一

の部1の款及び備考の改正規定、別記第一号様式、第四号様式、第六号様式及び第八号様

式を削る改正規定、別記第二号様式、第三号様式、第五号様式、第七号様式及び第九号

様式の改正規定中様式番号を改める部分並びに別記第十号様式から第十三号様式までの

改正規定中条名を繰り上げる部分及び様式番号を改める部分は、同年六月一日から施行

する。 

2 この規則の施行の際、改正前の東京都立産業貿易センター条例施行規則別記第二号様

式、第三号様式、第五号様式、第七号様式及び第九号様式から第十三号様式までによる

用紙で、現に残存するものは、所要の修正を加え、なお使用することができる。 

 

附 則(平成一〇年規則第二五〇号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

 

附 則(平成一三年規則第一四七号) 

1 この規則は、平成十三年四月一日から施行する。 

2 この規則の施行の際、この規則による改正前のそれぞれの規則の様式(この規則により

改正されたものに限る。)による用紙で、現に残存するものは、所要の修正を加え、なお

使用することができる。 

 

附 則(平成一四年規則第二一一号) 

1 この規則は、平成十四年八月一日(以下「施行日」という。)から施行する。ただし、附

則第三項の規定は、公布の日から施行する。 



2 この規則の施行の際、現にこの規則による改正前の東京都立産業貿易センター条例施

行規則(以下「旧規則」という。)の規定により会議室の利用の承認を受けている者の使

用料の減免については、なお従前の例による。 

3 第三会議室から第八会議室までの利用の手続その他の行為については、施行日前にお

いても行うことができる。 

4 この規則の施行の際、旧規則別記第二号様式による用紙で、現に残存するものは、所

要の修正を加え、なお使用することができる。 

 

附 則(平成一六年規則第八五号) 

この規則は、平成十六年四月一日から施行する。 

 

附 則(平成一七年規則第六〇号) 

1 この規則は、公布の日から施行する。 

2 この規則による改正前の東京都立産業貿易センター条例施行規則第二条、第三条、第

五条から第十二条まで、別表並びに別記第二号様式、第三号様式、第六号様式及び第七

号様式の規定は、平成十八年九月一日(同日前に東京都立産業貿易センター条例の一部を

改正する条例(平成十七年東京都条例第七十号)による改正後の東京都立産業貿易セン

ター条例第十七条第二項の規定により指定管理者の指定をした場合にあっては、当該指

定の日)までの間は、なおその効力を有する。 

 

附 則(平成二七年規則第一二九号) 

1 この規則は、公布の日から施行する。 

2 この規則の施行の際、現にこの規則による改正前の東京都立産業貿易センター条例施

行規則の規定により施設の利用の承認を受けている者の利用料金の減免については、な

お従前の例による。 

 

附 則(平成二七年規則第一五二号) 

この規則は、平成二十七年十月一日から施行する。 

 

附 則(平成二九年規則第一二七号) 

この規則は、公布の日から施行する。ただし、第一条の改正規定（「東京都産業労働局長

（以下「局長」という。）を「知事」に改める部分を除く。」、別表の改正規定並びに別記第

一号様式及び第二号様式の改正規定については、東京都立産業貿易センター条例の一部を

改正する条例（平成二十九年東京都条例第九十号）の施行の日から施行する。 

 

 



 

別表(第五条関係) 

(昭六一規則三五・平四規則五九・平八規則一二二・平一〇規則九四・平一〇規則

二五〇・平一四規則二一一・平一六規則八五・平一七規則六〇・平二七規則一五

二・平二九規則一二七・一部改正) 

 

一 浜松町館 

施設及び附帯設備 利用料金 

利用の種別 単位 金額 

1 施設 (1) 展示室 一室を利用

する場合 

一日につき 五八八、〇〇〇円 

日中の時間帯につき 三九二、〇〇〇円 

夜間の時間帯一時間につき 四九、〇〇〇円 

時間外利用一時間につき 一四、五〇〇円 

半室を利用

する場合 

一日につき 二九四、〇〇〇円 

日中の時間帯につき 一九六、〇〇〇円 

夜間の時間帯一時間につき 二四、五〇〇円 

時間外利用一時間につき 七、二五〇円 

展示室の全

部を利用す

る場合 

一日につき 二、三五二、〇〇〇円 

日中の時間帯につき 一、五六八、〇〇〇円 

夜間の時間帯一時間につき 一九六、〇〇〇円 

時間外利用一時間につき 五八、〇〇〇円 

(2) 会議室 第一会議室

の一室を利

用する場合 

一日につき 三〇、六〇〇円 

利用時間帯ごとにつ

き 

午前 九、二〇〇円 

午後 一二、二〇〇円 

夜間 九、二〇〇円 

午前・午後 二一、四〇〇円 

午後・夜間 二一、四〇〇円 

時間外利用一時間につき 七六〇円 

第一会議室

の半室を利

用する場合 

一日につき 一五、三〇〇円 

利用時間帯ごとにつ

き 

午前 四、六〇〇円 

午後 六、一〇〇円 

夜間 四、六〇〇円 

午前・午後 一〇、七〇〇円 

午後・夜間 一〇、七〇〇円 

時間外利用一時間につき 三八〇円 



第二会議室

の一室を利

用する場合 

一日につき 六七、〇〇〇円 

利用時間帯ごとにつ

き 

午前 二〇、一〇〇円 

午後 二六、八〇〇円 

夜間 二〇、一〇〇円 

午前・午後 四六、九〇〇円 

午後・夜間 四六、九〇〇円 

時間外利用一時間につき 一、六四〇円 

第二会議室

の半室を利

用する場合 

一日につき 三三、五〇〇円 

利用時間帯ごとにつ

き 

午前 一〇、〇五〇円 

午後 一三、四〇〇円 

夜間 一〇、〇五〇円 

午前・午後 二三、四五〇円 

午後・夜間 二三、四五〇円 

時間外利用一時間につき 八二〇円 

第三会議室

の一室を利

用する場合 

一日につき 九四、四〇〇円 

利用時間帯ごとにつ

き 

午前 二八、三〇〇円 

午後 三七、八〇〇円 

夜間 二八、三〇〇円 

午前・午後 六六、一〇〇円 

午後・夜間 六六、一〇〇円 

時間外利用一時間につき 二、三二〇円 

第三会議室

の半室を利

用する場合 

一日につき 四七、二〇〇円 

利用時間帯ごとにつ

き 

午前 一四、一五〇円 

午後 一八、九〇〇円 

夜間 一四、一五〇円 

午前・午後 三三、〇五〇円 

午後・夜間 三三、〇五〇円 

時間外利用一時間につき 一、一六〇円 

2 附帯設備 (1) 展示台   一個一日につき 九〇円 

(2) 商談机   一個一日につき 八〇円 

(3) 商談いす   一個一日につき 六五円 

(4) 放送設備   一式一日につき 一、五〇〇円 

(4) 高所作業台  一台一日につき 四、五〇〇円 

 

 



二 台東館 

施設及び附帯設備 利用料金 

利用の種別 単位 金額 

1 施設 (1) 展示室 一室を利用

する場合 

一日につき 四階 三一二、八〇〇円 

五階 六階 三〇九、四〇〇円 

七階 二八九、四〇〇円 

時間外利用一時間

につき 

四階 八、二〇〇円 

五階 六階 八、一〇〇円 

七階 七、六〇〇円 

半室を利用

する場合 

一日につき 四階 一五六、四〇〇円 

五階 六階 一五四、七〇〇円 

七階 一四四、七〇〇円 

時間外利用一時間

につき 

四階 四、一〇〇円 

五階 六階 四、〇五〇円 

七階 三、八〇〇円 

展示室の全

部を利用す

る場合 

一日につき 一、二二一、〇〇〇円 

時間外利用一時間につき 三二、〇〇〇円 

(2) 会議室   一室一日につき 一四、〇〇〇円 

一室半日につき 午前 六、〇〇〇円 

午後 八、〇〇〇円 

時間外利用一時間につき 三七〇円 

2 附帯設備 (1) 展示台   一個一日につき 九〇円 

(2) 商談机   一個一日につき 八〇円 

(3) 商談いす   一個一日につき 六五円 

(4) 放送設備   一式一日につき 一、五〇〇円 

備考  

一 この表において「一日」とは、浜松町館にあつては午前九時から午後九時まで、

台東館にあつては午前九時から午後五時までを、「日中」とは午前九時から午後五時

までを、「夜間」とは、展示室にあつては午後五時から午後九時まで、会議室にあつ

ては午後六時から午後九時までを、「午前」とは午前九時から正午までを、「午後」

とは午後一時から午後五時までを、「午前・午後」とは午前九時から午後五時までを、

「午後・夜間」とは午後一時から午後九時までをいう。 

二 浜松町館の展示室を、夜間の時間帯に展示品の搬出又は造作の撤去のために利用する

場合の利用料金の額については、浜松町館の展示室の時間外利用に係る利用料金の額と

する。 



三 浜松町館の附帯設備を、日中又は夜間の時間帯のみ利用する場合の利用料金の額につ

いては、浜松町館の附帯設備の一日当たりの利用料金の額とする。 

 

  



別記 

第1号様式(第2条関係) 

(平6規則104・一部改正、平10規則94・旧第2号様式繰上・一部改正、平13規則147・

平17規則60・平27規則152・平29規則127・一部改正) 

東京都立産業貿易センター 
展示室 

会議室 
利用申請書 

年  月  日 

              殿 

                       所在地            

                  申請者 名称            

代表者名          印 

                               担当者氏名     

連絡先電話番号 ( )   

 東京都立産業貿易センター条例 
第7条第1項 

第7条第1項及び第16条第2項第3号 
の規定により、 

下記のとおり利用したいので申請します。 

  

記 

  1 利用館名 浜松町館     台東館   

2 催物名   

3 利用目的   

4 利用施設及び利用期間 

利用期間 利用施設の種別 摘要 

月  日 から 

月  日 まで 

    

月  日 から 

月  日 まで 

    

月  日 から 

月  日 まで 

    

月  日 から 

月  日 まで 

    

月  日 から 

月  日 まで 

    

 5 添付書類 

(日本工業規格A列4番) 

  



第2号様式(第2条関係) 

(平3規則294・平6規則104・一部改正、平10規則94・旧第5号様式繰上・一部改正、

平13規則147・一部改正、平17規則60・旧第3号様式繰上・一部改正、平27規則152・

平27規則127・平29規則127・一部改正) 

東京都立産業貿易センター 
展示室 

会議室 
利用承認書 

第     号 

年  月  日 

         あて 

印  

 東京都立産業貿易センター条例 
第7条第1項 

第7条第1項及び第16条第2項第3号 
の規定により、 

下記のとおり承認します。 

 

記 

  1 利用館名 浜松町館     台東館   

2 催物名   

3 利用目的   

4 利用施設、利用期間及び利用料金 

利用期間 利用施設の種別 利用料金 摘要 

月  日 から 

月  日 まで 

  円   

月  日 から 

月  日 まで 

  円   

月  日 から 

月  日 まで 

  円   

月  日 から 

月  日 まで 

  円   

月  日 から 

月  日 まで 

  円   

合計   円   

  

(日本工業規格A列4番) 

 

  



第3号様式(第4条関係) 

(平6規則104・一部改正、平10規則94・旧第7号様式繰上・一部改正、平13規則147・

一部改正、平17規則60・旧第4号様式繰上・一部改正) 

東京都立産業貿易センター 
展示室 

会議室 
利用変更申請書 

年  月  日 

              殿 

所在地            

申請者 名称            

                                 代表者名          印 

                             担当者氏名     

連絡先電話番号 ( )  

 

  

    年  月  日付第   号により承認を受けた展示室・会議室の利用について、下記の通り 

変更したいので、東京都立産業貿易センター条例施行規則 
第4条第1項 

第4条第1項及び第17条第1項 

の規定により、申請します。 

 

記  

  変更前 変更後   

利用館名   利用館名   

利用目的   利用目的   

利用期間 利用施設の種別 利用期間 利用施設の種別 

月 日から 

月 日まで 

  月 日から 

月 日まで 

  

月 日から 

月 日まで 

  月 日から 

月 日まで 

  

月 日から 

月 日まで 

  月 日から 

月 日まで 

  

変更区分 取消 一部変更 

変更理由 

備考 

  

 (日本工業規格A列4番) 

  



第4号様式(第4条関係) 

(平3規則294・平6規則104・一部改正、平10規則94・旧第9号様式繰上・一部改正、

平13規則147・一部改正、平17規則60・旧第5号様式繰上・一部改正) 

東京都立産業貿易センター 
展示室 

会議室 
利用変更承認書 

年  月  日 

         あて 

印 

 

  

 東京都立産業貿易センター条例施行規則 
第4条第1項 

第4条第1項及び第17条第1項 
の規定により、 

下記のとおり変更を承認します。 

 

記 

  変更前 変更後   

利用館名   利用館名   

利用目的   利用目的   

利用期間 利用施設の種別 利用期間 利用施設の種別 

月 日から 

月 日まで 

  月 日から 

月 日まで 

  

月 日から 

月 日まで 

  月 日から 

月 日まで 

  

月 日から 

月 日まで 

  月 日から 

月 日まで 

  

変更区分 取消 一部変更 

変更理由 

備考 

 

 

 

  

(日本工業規格A列4番) 

 

 

  



第5号様式(第5条関係) 

(平17規則60・追加) 

 

東京都立産業貿易センター利用料金承認申請書 

 

  年  月  日   

  

 東京都知事 殿 

  

所在地     

                               指定管理者  名称        

                                                                    代表者        印  

  

 東京都立産業貿易センター条例第8条の規定により、利用料金の額を下記のとおり定めたいので申請します。 

 

記 

 

  区分 施設及び附帯設備 利用料金の額   

  

 

  

  

  

   

  

  

  

  

  

  

  

    

 注1 欄が不足する場合は、別紙に記入し、本申請書と併せて提出すること。 

 注2 利用予納金を定める場合は、併せて記入すること。 

(日本工業規格A列4番) 

 

  



第6号様式(第12条関係) 

(平3規則113・平6規則104・一部改正、平10規則94・旧第12号様式繰上・一部改

正、平13規則147・一部改正、平17規則60・旧第8号様式繰上・一部改正) 

東京都立産業貿易センター装飾等施行承認申請書 

年  月  日 

             殿 

                    所在地           

               申請者 名称           

                     代表者名           

                        担当者氏名       

                               連絡先電話番号 ( )    

 

 東京都立産業貿易センター条例 
第12条 

第12条及び第16条第2項第4号 
の規定により、下記 

のとおり施行したいので申請します。 

記 

1 代表施行業者 

  所在地 

  名称 

  代表者名 

   作業責任者            電話番号  (  ) 

2 施行及び撤去 

  施行 撤去   

月  日 
時  分から 

時  分まで 
月  日 

時  分から 

時  分まで 

月  日 
時  分から 

時  分まで 
月  日 

時  分から 

時  分まで 

  

 

  

摘要   

3 仕様  別添図面のとおり 

4 添付書類 

 

(日本工業規格A列4番) 

 

  



第7号様式(第12条関係) 

(平3規則294・平6規則104・一部改正、平10規則94・旧第13号様式繰上・一部改

正、平13規則147・一部改正、平17規則60・旧第9号様式繰上・一部改正) 

東京都立産業貿易センター装飾等施行承認書 

年  月  日 

            あて 

印 

 

  

東京都立産業貿易センター条例 
第12条 

第12条及び第16条第2項第4号 
の規定により、下記 

のとおり承認します。 

記 

1 代表施行業者 

  所在地 

  名称 

  代表者名 

   作業責任者            電話番号  (  ) 

2 施行及び撤去 

  施行 撤去   

月  日 
時  分から 

時  分まで 
月  日 

時  分から 

時  分まで 

月  日 
時  分から 

時  分まで 
月  日 

時  分から 

時  分まで 

  

 

  

摘要   

3 仕様  別添図面のとおり 

 

(日本工業規格A列4番) 

 

  



第8号様式(第15条関係) 

(平17規則60・追加) 

 

年  月  日   

 

 東京都知事  殿 

 

   

                     申請者 主たる事務所の所在地  

法人等の名称   

代表者名             印   

  

  

指定管理者指定申請書 

  

  

 東京都立産業貿易センターの管理に関する業務を行いたいので、東京都立産業貿易センター条例第17条第1項

の規定により申請します。 

 

  

  

添付書類 

  

 1 定款、寄附行為又はこれらに類するもの 

 2 法人の登記事項証明書(法人の場合に限る。) 

 3 事業計画書 

 4 見本市、展示会等のための施設又はこれに類する施設の管理に関する業務実績を記載した書類 

 5 貸借対照表及び損益計算書又はこれらに類するもの 

 6 団体の組織、沿革その他事業の概要を記載した書類 

 7 その他知事が必要と認める書類 

  

 

  

(日本工業規格A列4番) 

 


